
（参考）中小企業者要件についての確認事項



●法人A：株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、有限会社、士業法人

①～④（p1～4）のいずれかに該当する場合は本支援金の交付対象外となります。

●法人B：公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、NPO法人、
農事組合法人 など

⑤（p5）のいずれかに該当する場合は本支援金の交付対象外となります。

●個人事業者

⑥（p6）に該当する場合は本支援金の交付対象外となります。

事業形態（法人 A 、法人 B 、個人事業者 ）に応じて、次ページからの①～⑥の
いずれかに該当する場合は、本支援金の対象外となります。
該当する項目がないかご確認ください。



【法人A：株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、有限会社、士業法人】

製造業・建設業・運輸業・その他

業種
従業員数

資本金
（注）常時使用する従業員数

中
小
企
業
者

ゴム製品製造業
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業

並びに工業用ベルト製造業を除く）

サービス業

卸売業

小売業
（飲食業を含む）

旅館業

（注）常時使用する従業員
「あらかじめ解雇の予告を必要とする者」
会社役員及び個人事業主は含めません

3億円以下

300人以下3億円超

＝大企業

資本金・従業員数
いずれも超えている

①資本金及び従業員数がともに申請受付要項「2 対象事業者」に記載の業種別の数字を上回る法人である

3億円以下

3億円超

1億円以下

1億円超

5000万円以下

5000万円超

5000万円以下

5000万円超

5000万円以下

5000万円超

900人以下

100人以下

100人以下

50人以下

200人以下

1

交付対象外



2分の1以上株式所有している

2

②大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の2分の1以上を所有又は出資している

【法人A：株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、有限会社、士業法人】

大企業

該当するケース（例） ※自治体等の公的機関も大企業とみなします

申請法人 交付対象外

みなし大企業

所有株式数
60株

発行済株式総数
100株



3

該当するケース（例） ※自治体等の公的機関も大企業とみなします

③大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の3分の2以上を所有又は出資している

【法人A：株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、有限会社、士業法人】

4分の1株式所有

大企業A

大企業B

大企業C

申請法人 交付対象外

みなし大企業
所有株式数25株

所有株式数25株

所有株式数25株

発行済株式数100株

大企業が所有する株式の合計は75株となり、
株式所有割合は３分の２を超える



※自治体等の公的機関も大企業とみなします

4

役員
（総数５名）

兼務

大企業B 職員(従業員)

大企業A 役員

兼務

申請法人の役員総数の
2分の1以上(5名中3名)を

大企業の役員又は職員(従業員)が
兼務

④役員総数の2分の1以上を大企業の役員又は職員が兼務している

【法人A：株式会社、合名会社、合資会社、合同会社、有限会社、士業法人】

該当するケース（例）

申請法人 交付対象外

みなし大企業



（注）常時使用する従業員
「あらかじめ解雇の予告を必要とする者」
会社役員及び個人事業主は含めません

【法人B：公益社団法人,公益財団法人,一般社団法人,一般財団法人,NPO法人,農事組合法人など】

公益社団法人・公益財団法人
一般社団法人・一般財団法人

法人形態
従業員数資本金

（基本財産） （注）常時使用する従業員数

中
小
企
業
者

NPO法人（特定非営利活動法人）

特別法に基づく組合など
（生活協同組合など法人格を有する「組合」）

農事組合法人

3億円以下

300人以下3億円超

＝大企業

資本金・従業員数
いずれも超えている

3億円以下

3億円超

3億円以下

3億円超

3億円以下

3億円超

300人以下

300人以下

300人以下

5

⑤資本金の額（公益法人等の場合は、基本財産の額）が3億円超かつ常時使用する従業員の数が300人超の法人である

交付対象外



【個人事業者】

製造業・建設業・運輸業・その他

業種
従業員数

（注）常時使用する従業員数

中
小
企
業
者

ゴム製品製造業
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業

並びに工業用ベルト製造業を除く）

サービス業

卸売業

小売業
（飲食業を含む）

旅館業

（注）常時使用する従業員
「あらかじめ解雇の予告を必要とする者」
会社役員及び個人事業主は含めません

300人以下

900人以下

100人以下

100人以下

50人以下

200人以下

6

⑥従業員数が申請受付要項「2 対象事業者」に記載の業種別の数字を上回る個人事業者である

＝中小企業者ではない

従業員数が
超えている

交付対象外
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